
第78期

定時株主総会
招集ご通知

日 時

2024年６月25日（火曜日）
午前10時（受付開始/午前９時30分予定）
　

場 所

大阪市福島区福島７丁目15番５号
本社６階会議室
※末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

決議
事項

　

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

　
ご出席株主様へのお土産をとりやめさせていただいております｡
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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ごあいさつ
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜りありがたく厚く
御礼申し上げます。
　本年１月の能登半島地震により被災されました皆様には心から
お見舞い申し上げますとともに、被災地の一日も早い復興をお祈
りいたします。
　さて、当社第78期定時株主総会を2024年６月25日（火曜日）
に開催いたしますので、ここに招集ご通知をお届けいたします。
　また、当期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）の当
社グループの現況に関する事項等につきご報告いたしますので、
ご高覧賜りますようお願い申し上げます。
　当社グループの事業領域におきましては、社会のデジタル化や
自動車のEV化を背景に、データセンター関連や電気自動車関連か
らの需要が堅調に推移しました。部品材料不足による商品供給納
期は改善傾向にありますが、一部の顧客では在庫調整が続きまし
た。
　このような状況の中、当社グループは、顧客起点の徹底による
営業力の強化と生産性向上を目的とする営業働き方改革を実践す
るとともに、労働力不足や脱炭素などの社会的な課題に対し、ロ
ボット・センサ・5G・IoT・AIなどの技術を活用しお客様にとっ
て新しい価値を提供することに取り組み、事業規模の拡大と収益
力の向上に努めてまいりました。

　今後は、世界的な金融引き締めや資源・エネルギー価格の高止
まりなど先行きは不透明な状況もありますが、当社グループでは
営業働き方改革を実践し、顧客接点の強化・営業品質の向上と業
務の効率化を進め、お客様の「したい、欲しい、してほしい」に
気付き、それを実現させる取り組みを一つひとつ積み重ねてい
き、事業規模の拡大と収益力の向上に取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご
鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2024年６月

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長
占部　正浩
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証券コード　7565
2024年６月4日

株　主　各　位
大阪市福島区福島７丁目15番５号
萬 世 電 機 株 式 会 社
代表取締役社長 占 部 正 浩

第7８期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　このたびの「能登半島地震」により被災された皆様には、心からお見舞い申し上げますとともに、
一日も早い復興をお祈り申し上げます。
　さて、当社第78期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

　当社ウェブサイト　https://www.mansei.co.jp/
　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR・投資家情報」「株主総会・電子公
告」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトに
も掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「萬世電機」または「コ
ード」に当社証券コード「7565」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、2024年６月24日（月曜日）午後５時50分までに到着するようご送付くださいますようお願い
申し上げます。

敬　具
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１．日 時 2024年６月25日（火曜日）午前10時（受付開始/午前９時30分予定）
２．場 所 大阪市福島区福島７丁目15番５号

本社６階会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 　１. 第78期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　２. 第78期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対
する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたし
ます。

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
　なお、夏季にて軽装（クールビズ）で対応させていただきますので、ご了承賜りますようお願い申し上げます。株主の皆
様におかれましても、軽装にてご出席くださいますようお願い申し上げます。

　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

　本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたしま
す。電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、お送りする書面には記
載しておりません。
　①　連結計算書類の「連結注記表」
　②　計算書類の「個別注記表」
　したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報
告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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（ 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで ）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当期におけるわが国経済は、経済活動の正常化が一段と進み、消費・投資活動は持ち直しの
動きがみられました。一方で世界的な金融引き締めや資源・エネルギー価格の高止まりが続い
ており、依然として先行き不透明な状況が継続しております。
　当社グループの事業領域におきましては、社会のデジタル化や自動車のEV化を背景に、デー
タセンター関連や電気自動車関連からの需要が堅調に推移しました。部品材料不足による商品
供給納期は改善傾向にありますが、一部の顧客では在庫調整が続きました。
　このような状況の中、当社グループは、顧客起点の徹底による営業力の強化と生産性向上を
目的とする営業働き方改革を実践するとともに、労働力不足や脱炭素などの社会的な課題に対
し、ロボット・センサ・5G・IoT・AIなどの技術を活用しお客様にとって新しい価値を提供す
ることに取り組み、事業規模の拡大と収益力の向上に努めてまいりました。
　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高261億51百万円（前期比13.1%増）、
営業利益14億84百万円（同比34.7%増）、経常利益15億30百万円（同比34.4%増）、親会社
株主に帰属する当期純利益は10億71百万円（同比78.6%増）となりました。
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（売上高） （単位：百万円）
区　分 前期 当期 増減金額 前期比

電気機器・産業用システム 10,915 11,670 755 6.9%　増

電子デバイス・情報通信機器 7,727 9,645 1,918 24.8%　増

設備機器 4,371 4,737 366 8.4%　増

太陽光発電 107 96 △10 9.6%　減

合計 23,121 26,151 3,030 13.1%　増

セグメント別売上高構成比

売上高

26,151
百万円

電子デバイス・
情報通信機器
9,645百万円
36.9％

設備機器

4,737百万円
18.1％

太陽光発電

96百万円
0.4％

電気機器・
産業用システム
11,670百万円
44.6％

電気機器・産業用システム
売上高

0

12,000
8,000
4,000

第75期
2021.3

10,554

第76期
2022.3

9,542

第77期
2023.3

10,915

第78期
2024.3

11,670
（百万円）

電子デバイス・情報通信機器
売上高

0

10,000

5,000
2,500

7,500

第75期
2021.3

5,291

第76期
2022.3

5,595

第77期
2023.3

7,727

第78期
2024.3

9,645
（百万円）

設備機器
売上高

0

6,000
4,000
2,000

第75期
2021.3

4,115

第76期
2022.3

3,411

第77期
2023.3

4,371

第78期
2024.3

4,737

（百万円）

太陽光発電
売上高

0

120
80
40

第75期
2021.3

113

第76期
2022.3

106

第77期
2023.3

107

第78期
2024.3

96

（百万円）

　各セグメントの状況は、次のとおりであります。
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電気機器・
産業用システム

FA機器事業
電気機器・産業用システムにつきましては、一部の顧
客で在庫調整の動きが続きましたが、設備投資が堅調
に推移し、データセンターや機械装置向けに配電制御
機器やFA機器が伸長しました。また大口案件により
受変電設備向け電機品が伸長しました。
この結果、部門全体では売上高116億70百万円(前期
比6.9%増)となりました。

産業
プラント事業

電子デバイス・
情報通信機器

半導体事業
電子デバイスにつきましては、全般的に在庫調整の動
きがみられる中で、産業系、民生系ともに伸長しまし
た。情報通信機器につきましては、企業向けの大口案
件によりパソコン及び周辺機器が伸長しました。
この結果、部門全体では売上高96億45百万円(前期比
24.8%増)となりました。

デジタル・
映像事業

設備機器 ファシリティー
事業

設備機器につきましては、物流倉庫・食品関連向け大
口案件の変動はありましたが、設備投資は堅調に推移
し冷熱工事案件や電気工事案件が増加し伸長しまし
た。
この結果、部門全体では売上高47億37百万円(前期比
8.4%増)となりました。

太陽光発電 太陽光発電
事業

太陽光発電につきましては、出力制御が増加し、売上
高96百万円(前期比9.6%減)となりました。

②　設備投資の状況

　特記すべき事項はございません。
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20,074
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売上高売上高
（百万円）
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第76期
2022.3
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2023.3
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経常利益経常利益
（百万円）
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親会社株主に帰属する当期純利益親会社株主に帰属する当期純利益
（百万円）
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総資産総資産
（百万円）

0

15,000

3,000
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2021.3
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2022.3

11,865
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2023.3
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純資産純資産
（百万円）

0
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100
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2021.3

187.90

第76期
2022.3
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2023.3

262.19
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2024.3

468.23

1株当たり当期純利益1株当たり当期純利益
（円）

区　分 第75期
2021年３月期

第76期
2022年３月期

第77期
2023年３月期

第78期
（当連結会計年度）
2024年３月期

売 上 高
(百万円) 20,074 18,655 23,121 26,151

経 常 利 益
(百万円) 636 588 1,139 1,530

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円)
429 395 599 1,071

１株当たり当期純利益
（円) 187.90 172.87 262.19 468.23

総 資 産
(百万円) 18,293 18,432 21,289 23,958

純 資 産
(百万円) 11,613 11,865 12,334 13,544

１株当たり純資産額
（円) 5,076.12 5,186.58 5,391.45 5,920.52

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づき算
出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数は、いずれも自己株式を控除し
て算出しております。
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名 称 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

萬 世 電 機 香 港 有 限 公 司 1,500千香港ドル 100.0％ 電子デバイス品の仕入・販売

万世電機貿易（上海）有限公司 1,370千USドル 100.0％ 電気機器、電子デバイス品の仕
入・販売

日本原ソーラーエナジー株式会社 10百万円 100.0％ 太陽光による発電事業

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　　当社の親会社はありません。
　なお、当社は三菱電機株式会社の関係会社にあたり、同社は当社の議決権を22.0％保有し
ております。また、同社との当期中の取引は、仕入高の34.9％、売上高の7.3％の割合を占め
ております。

②　重要な子会社の状況
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⑷　対処すべき課題
　堅調な企業収益を背景に、設備投資は持ち直し傾向が続くと思われますが、原材料高や人件費
の増加などのコスト負担の高まりによる投資計画の見直しや、人手不足による供給制約等の問題
が懸念されます。
　当社グループの事業領域におきましては、企業の情報化投資や研究開発投資、脱炭素に向けた
環境対応投資など、昨今重要性が高まっている投資需要の増加が続くものと見込んでおります。
　この様な環境のもと当社グループは、引続き営業働き方改革を実践し、顧客接点の強化・営業
品質の向上と業務処理の効率化に努めてまいります。お客様の「したい、欲しい、してほしい」
に気付き、それを実現させる取り組みを一つひとつ積み重ねていき、以下の経営方針のもと、事
業規模の拡大と収益力の向上を図ります。

①　会社の経営の基本方針
（経営理念）
　わたしたちは　誠と和をもって　広く知識を求め技術をみがき　みんなの幸せに貢献します
（経営方針）
１．顧客志向に徹し 情報・商品・技術を迅速に提供します
２．常に技術力の向上に努め 顧客の信頼に応えます
３．新市場・新分野への拡大に努め 社業の発展を図ります
４．社員の個性を尊重し 活力ある組織を築きます
５．奉仕の精神を持ち 社業を通して広く社会に貢献します
６．法を遵守し 社会倫理・社会常識の変化に敏感な感性を持ち 行動します

②　目標とする経営指標
　当社グループは、売上高営業利益率を重要な経営指標として経営基盤の強化を図り、中長期
的な観点で収益性を伴った企業価値の向上に努めてまいります。

③　中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題
　当社グループは、「技術商社として、お客様のベストパートナーであり続け、ともに成長す
る」を経営ビジョンとし、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に努めてまいり、次の２
点に注力してまいります。
・収益基盤の強化、拡大

　既存顧客との関係強化、新規顧客の開拓、取扱商材の拡大に注力するとともに、香港・上
海の現地法人と連携し、成長力の高いアジア市場の需要掘り起こしに取り組んでまいりま
す。
　また、当社戦略と合致するM&Aの機会があった場合には、当社グループの企業価値向上
に資するかどうかを慎重に判断のうえ、推進してまいります。

・人材育成
　多様化し続ける顧客ニーズに迅速かつ的確に対応するために、当社戦略に沿った新卒・キ
ャリア採用を推進してまいります。また、「顧客起点」を念頭に、社員一人ひとりの実行
力、実現力を高めることで組織の活性化を図り、目的意識と責任感を持ち仕事を進めていけ
る自立した人材の育成に取り組み、優秀な人材確保に努めてまいります。
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区 分 主 な 商 品 及 び サ ー ビ ス

電 気 機 器 ・
産 業 用 シ ス テ ム

回転機、ホイスト、産業扇、電磁開閉器、遮断器、電力量計、指示計器、高圧
機器、トランス、シーケンサ、表示器、インバータ、ＡＣサーボ、クラッチ、
ロボット、センシング、機械装置、発電機・受変電システム、計測監視制御シ
ステム、生産ライン制御システム、検査計測システム、物流搬送システム、駆
動制御システム、産業メカトロシステム、各種プラント用システム、他

電 子 デ バ イ ス ・
情 報 通 信 機 器

半導体、パワー素子、光応用機器、液晶パネル、電子部品、パソコン、サーバ
ー、プリンタ、ＨＤＤ、液晶モニター、ネットワーク機器、映像機器、組み込
みマイコンソフトウェア開発、電子機器の受託生産サービス（ＥＭＳ）、他

設 備 機 器
パッケージエアコン、各種冷凍機、ルームエアコン、換気扇、チラー、非常用
発電機、電気温水器、照明器具、エレベーター、エスカレーター、太陽光発電
設備工事、電気工事、空調・給排水衛生設備工事、冷凍・冷蔵設備工事、クリ
ーンルーム工事、植物工場設備、冷暖房空調機器の保守・据付・修理、他

太 陽 光 発 電 電力

⑸　主要な事業内容（2024年３月31日現在）
　当社グループは、当社と子会社３社及びその他の関係会社１社により構成されており、電気機
器・産業用システム、電子デバイス・情報通信機器、設備機器の販売及びこれらに付帯する工事
の設計・施工、保守・サービス、太陽光発電等の事業を営んでおります。
　当社グループを構成する連結子会社３社は、次のとおりです。
・　萬世電機香港有限公司　電子デバイス品の仕入・販売
・　万世電機貿易（上海）有限公司　電気機器、電子デバイス品の仕入・販売
・　日本原ソーラーエナジー株式会社　太陽光による発電事業
　また当社は、その他の関係会社にあたる三菱電機株式会社との間で販売代理店契約等を締結し
ております。

　各セグメントに属する主な商品及びサービスは次のとおりであります。
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名 称 所 在 地

本 社 大 阪 市 福 島 区

神 戸 支 店 神 戸 市 兵 庫 区

東 京 支 店 東 京 都 千 代 田 区

名 称 所 在 地

萬 世 電 機 香 港 有 限 公 司 Canton Road, Kowloon, Hong Kong

万 世 電 機 貿 易 （ 上 海 ） 有 限 公 司 XianXia Road, Shanghai, China

日 本 原 ソ ー ラ ー エ ナ ジ ー 株 式 会 社 大 阪 市 福 島 区

⑹　主要な営業所（2024年３月31日現在）
①　当社

②　子会社

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

185名 △1名

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

179名 ±0名 41.5歳 16.6年

⑺　使用人の状況（2024年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数には、派遣社員等（9名）は含まれておりません。
②　当社の使用人の状況

（注）使用人数には、派遣社員等（5名）は含まれておりません。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 210百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 60百万円

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 30百万円

⑻　主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）
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①　発行可能株式総数 8,000,000株
②　発行済株式の総数 2,300,000株
③　株主数 523名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 電 機 株 式 会 社 500,050株 21.9％
ブ ラ ッ ク ク ロ ー バ ー リ ミ テ ッ ド
常 任 代 理 人
三 田 証 券 株 式 会 社

304,900 13.3

日 光 産 業 株 式 会 社 266,500 11.7
ブ ラ ッ ク ク ロ ー バ ー リ ミ テ ッ ド
常 任 代 理 人
フ ィ リ ッ プ 証 券 株 式 会 社

92,400 4.0

株 式 会 社 サ ン セ イ テ ク ノ ス 60,000 2.6

占 部 正 浩 56,935 2.5

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 55,000 2.4

東 洋 電 機 製 造 株 式 会 社 50,000 2.2

萬 世 電 機 従 業 員 持 株 会 46,383 2.0

占 部 弘 晃 40,877 1.8

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2024年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（12,354株）を控除して計算しております。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 等
代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 占 部 正 浩 萬 世 電 機 香 港 有 限 公 司 董 事

日 光 産 業 株 式 会 社 取 締 役

常 務 取 締 役 平 井 　 徹

管 理 本 部 長 兼 経 営 企 画 部 長
兼 総 務 部 長 兼 業 務 部 長
日本原ソーラーエナジー株式会社代表取締役
万 世 電 機 貿 易 （ 上 海 ） 有 限 公 司 監 事

常 務 取 締 役 小 島 宏 夫
産 業 シ ス テ ム 本 部 長
兼神戸支店長兼システムエンジニアリング部担当
万 世 電 機 貿 易 ( 上 海 ) 有 限 公 司 執 行 董 事

取 締 役 香 川 直 毅
フ ァ シ リ テ ィ ー 本 部 長
兼 東 京 支 店 長
兼 フ ァ シ リ テ ィ ー 第 三 部 長

取 締 役 花 田 昌 信
電 子 デ バ イ ス 本 部 長
兼 電 子 技 術 部 長 兼 電 子 デ バ イ ス 第 三 部 長
萬 世 電 機 香 港 有 限 公 司 董 事 長

取 締 役 山 内 孝 司 F A 機 器 本 部 長
取 締 役 浦 田 和 栄 弁 護 士 法 人 関 西 法 律 特 許 事 務 所 社 員 弁 護 士

取 締 役 木 ノ 下 　 英 則
三 菱 電 機 株 式 会 社 関 西 支 社 副 支 社 長
兼 機 器 第 一 部 長
株 式 会 社 た け び し 社 外 取 締 役

常 勤 監 査 役 多 田 典 康

監 査 役 谷 間 　 高

公 認 会 計 士
株 式 会 社 コ プ ラ ス 代 表 取 締 役 社 長
株式会社オペレーションファクトリー社外監査役
株 式 会 社 ア ク セ ア 経 営 企 画 室 長
株式会社コムエンスホールディングス監査役

監 査 役 鈴 木 　 昇 三 菱 電 機 株 式 会 社 関 西 支 社 経 理 部 長

⑵　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2024年３月31日現在）
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氏 名 異 動 後 異 動 前

小 島 宏 夫

常 務 取 締 役
産 業 シ ス テ ム 本 部 長
兼 神 戸 支 店 長
兼システムエンジニアリング部担当
兼 産 業 シ ス テ ム 第 二 部 長
万世電機貿易(上海)有限公司執行董事

常 務 取 締 役
産 業 シ ス テ ム 本 部 長
兼 神 戸 支 店 長
兼システムエンジニアリング部担当
万世電機貿易(上海)有限公司執行董事

（注）１. 取締役浦田和栄氏及び取締役木ノ下英則氏は、社外取締役であります。
　　　　　なお、取締役木ノ下英則氏は、2024年4月1日付で三菱電機株式会社四国支社長に異動しておりま

す。
2. 監査役谷間高氏及び監査役鈴木昇氏は、社外監査役であります。
　　なお、監査役鈴木昇氏は、2024年4月1日付で三菱電機株式会社ファイナンス部長に異動しておりま

す。
3. 常勤監査役多田典康氏は、長年にわたり当社の経理部に在籍し経理・財務業務に携わってきた経験が

あり財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
4. 監査役谷間高氏は、公認会計士の資格を有しており財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。
5. 監査役鈴木昇氏は、三菱電機株式会社関西支社経理部長であり財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。
6. 取締役浦田和栄氏及び監査役谷間高氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し同取引所に届け出ております。
7. 2023年６月29日開催の第77期定時株主総会終結の時をもって、常務取締役伊藤弘行氏及び取締役

白川勝三氏は任期満了により退任いたしました。
8. 2024年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

②　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
100万円又は法令が定める額のいずれか高い額としております。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び「1.(3)②重要な子会社の状況」（8ページ）に記載の
当社の子会社の取締役及び監査役を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役
員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険
会社が填補するものであり、１年毎に契約更新しております。
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④　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月９日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針を決議し、2022年３月８日開催の取締役会で一部変更を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の
決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合するものであると判断しており
ます。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．基本方針
　取締役の報酬体系は、継続的かつ中長期的な業績向上への意欲を高め企業価値向上に資
することを目的としており、報酬体系は基本報酬、業績連動報酬等(賞与)、退職慰労金で
構成する。社外取締役については、経営に対する独立性・中立性を高めコーポレート・ガ
バナンスを強化する目的から基本報酬のみで構成する。

ｂ．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　基本報酬は、月額の固定報酬とし、担当する役割の大きさと地位に基づき、従業員との
バランスを総合的に勘案のうえ、決定し、毎月支給する。

ｃ．業績連動報酬等の額の決定に関する方針
　業績連動報酬等(賞与)は、各事業年度の利益に基づき、総額を取締役会で決定し、個人
別の金額については、担当する役割の大きさと担当する部門の経営成績の評価を基に6月
下旬に支給する。個人別の評価及び具体的な金額については代表取締役社長に一任する。

ｄ．退職慰労金の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　退職慰労金は、中長期の企業価値向上に向けたインセンティブが機能するよう設定す
る。算出方法は内規に定め、役位別に定められた額を基本として、これに在任年数を乗じ
た額を引当金として計上し、退任時に在任中の実績を加味して加減算のうえ、株主総会の
決議を経て退任時に支給する。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の額に対する割合決定に関する方針
　基本報酬、業績連動報酬等(賞与)、退職慰労金の支給割合は、株主総会で決議されてい
る総額の範囲内で、会社の経営成績、従業員とのバランス、過去実績、内規等を総合的に
勘案し決定する。
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区 分
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基 本
報 酬

業 績 連 動
報 酬 等

退 職
慰 労 金

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
 （うち社外取締役）

116
(3)

63
(3)

42
(ー)

11
(ー)

ー 9
(1)

監 査 役
 （うち社外監査役）

10
(3)

10
(3)

ー
(ー)

ー
(ー)

ー ２
(１)

合 計
（うち社外役員）

127
(6)

74
(6)

42
(ー)

11
(ー)

ー １１
(２)

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 当事業年度末日現在の取締役は８名（うち社外取締役は２名）、監査役は３名（うち社外監査役は２
名）であります。上表の取締役及び監査役の員数と相違しておりますのは、2023年6月29日に退任
した取締役2名及び無報酬の取締役が１名（うち社外取締役は１名）、監査役が１名（うち社外監査
役は１名）在任しているためであります。

２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３. 取締役の金銭報酬の額は、2006年６月29日開催の第60期定時株主総会において年額180百万円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締
役の員数は、８名（うち、社外取締役は１名）です。

４. 監査役の金銭報酬の額は、2006年６月29日開催の第60期定時株主総会において年額40百万円以内
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、４名（うち、社外監査役は２
名）です。

５. 当事業年度における業績連動報酬等に係る業績指標は営業利益を基本とした数値より変動する仕組み
としており、営業利益の実績は14億84百万円であります。当該指標を選択した理由は企業価値の向
上が、株主との共通の目的であるからであります。

６. 当事業年度における退職慰労金は「イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等」のとおり、その役
員退職慰労引当金繰入額11百万円を記載しております。

７. 取締役会は、代表取締役社長占部正浩氏に対し、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の業績連動報
酬等の額の決定を委任しております。委任した理由は各取締役の担当部門について評価を行うには代
表取締役社長が適していると判断したためであります。

ハ．当事業年度において支払った役員退職慰労金
　2023年6月29日開催の第76期定時株主総会決議に基づき、2023年6月29日に退任した
取締役2名に支払った役員退職慰労金は21百万円であります。（金額には過年度の事業報告
において役員の報酬等の総額に含めた役員慰労引当金の繰入額21百万円が含まれておりま
す。）
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区 分 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
浦 田 和 栄

当事業年度に開催された取締役会は16回すべてに出席しました。弁護士としての専
門的見地から、取締役会では積極的に意見を述べており、特にコンプライアンスにつ
いての専門的な立場から監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための適切な役割を果たしており、業務執行に対する監督機能を主導しておりま
す。

社 外 取 締 役
木 ノ 下 　 英 則

当事業年度に開催された取締役会は16回すべてに出席しました。主に三菱電機株式
会社での営業経験から、外部の視点で積極的に意見を述べており、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

社 外 監 査 役
谷 間 　 高

当事業年度に開催された取締役会は16回すべてに出席し、監査役会は20回すべてに
出席しました。公認会計士としての専門的見地から、取締役会において取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言並びに内部統制システムの構築にあた
り助言を行っております。また、監査役会において、当社の経理システム並びに内部
監査について適宜、必要な助言を行っております。

社 外 監 査 役
鈴 木 　 昇

当事業年度に開催された取締役会は16回すべてに出席し、監査役会は20回すべてに
出席しました。関係会社である三菱電機株式会社関西支社の経理部長であり、会計・
業務監査に外部視点を取り入れ、監査機能強化を図るという視点から発言をしており
ます。

⑤　社外役員に関する事項
　イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役浦田和栄氏は、弁護士法人関西法律特許事務所の社員弁護士を兼務してお
ります。当社は弁護士法人関西法律特許事務所と法律顧問契約を締結しております
が、その取引額は連結売上高の0.01%未満であり、社外取締役の独立性に影響を及ぼ
すような重要性はありません。

・社外取締役木ノ下英則氏は、三菱電機株式会社関西支社副支社長兼機器第一部長を兼
務しております。三菱電機株式会社は当社の大株主であり主要な仕入先・販売先であ
ります。

・社外取締役木ノ下英則氏は、株式会社たけびしの社外取締役を兼務しております。
株式会社たけびしは当社の仕入先・販売先であります。

・社外監査役谷間高氏は、株式会社コプラスの代表取締役社長、株式会社オペレーショ
ンファクトリーの社外監査役、株式会社アクセアの経営企画室長、株式会社コムエン
スホールディングスの監査役を兼務しております。当社と各兼職先との間には特別の
関係はありません。

・社外監査役鈴木昇氏は、三菱電機株式会社関西支社経理部長を兼務しております。三
菱電機株式会社は当社の大株主であり主要な仕入先・販売先であります。

　ロ．当事業年度における主な活動状況
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区　分 支　払　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 23,000千円

⑶　会計監査人の状況
①　名称 有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理
由を報告いたします。
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⑷　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

① 当社グループの取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
　当社グループの取締役、使用人は業務の適正を確保するために法令を遵守し、定款及び社
内規定を規範として、併せて社会人としての倫理観を持ち誠実に職務を執行する。恒常的業
務については社内規定に定める業務分掌規定、職務権限規定、りん議規定及び職務決裁基準
等に基づいた執行を行うとともに、監査役、及び内部監査室が法令・定款・社内規定・マニ
ュアル等に基づく業務処理の遵守状況を定期的に監査する体制を執る。
　また、当社グループの事業活動、または取締役、使用人に法令違反など疑義ある行為等を
発見した場合に備え内部通報制度を構築し、運用する。

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る重要な情報については、電磁的記録を含め文書管理規定に基づき
適正に保存し安全に管理する。
　さらに取締役、監査役または会計監査人から閲覧の要請があった場合は速やかに閲覧が可
能となるよう本社において一括して保管する。

③ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制
　代表取締役を委員長とするリスク管理委員会を設け、当社グループ全体の業務執行におけ
る全般的なリスク管理体制を整備する。リスク管理委員会は、適宜テーマ別リスクのワーキ
ンググループを設置し、当該ワーキンググループは与えられたテーマに対する予防策及びリ
スク発生時においては対応策を検討し、リスク管理委員会へ報告して損失を最小限にとどめ
る対策を実施するほか、内部統制システムの体制を検討、改善していく。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制については、取締役会
を原則として毎月１回、定時に開催するほか必要に応じて臨時取締役会を随時開催し、当社
グループ全体の経営に関する重要事項の審議、決議及び取締役の業務執行状況を監督する。
主に法令に定めあるもの以外の当社グループ全体の重要な業務執行については常務会で審
議、決議して取締役会に付議し効率化を促進するほか、各部門の本部長を兼務する取締役及
び子会社取締役の恒常的業務の決裁については業務分掌規定、職務権限規定、りん議規定及
び職務決裁基準により決裁する。
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⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　子会社の経営管理については、社内規定に関係会社規定を設け当社経理部が管理を行うと
ともに、子会社監査役及び当社の監査役、並びに内部監査室が連携して子会社に対する監査
を行い、監査結果を子会社取締役及び当社取締役に報告する体制を執る。

⑥ 監査役会を補助する使用人の体制、その使用人の取締役会からの独立性及び使用人に対する
指示の実効性の確保
　監査役の要請がある場合は、監査業務を補助する使用人を配置することとする。
　また、設置した使用人の独立性及び使用人に対する指示の実効性確保に努めるため、使用
人の権限、監査役の使用人に対する指揮命令権を明確にし、また使用人の人事異動、人事評
価、懲戒処分等は監査役の同意を求めることとする。

⑦ 当社グループの取締役、使用人が監査役会に報告するための体制、その他の監査役会への報
告に関する体制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
　当社グループの取締役、使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実
その他事業運営上の重要事項を適宜、適切な方法により監査役へ報告するものとする。監査
役へ報告を行った当社グループの取締役、使用人に対しては、不利益な扱いは行わない。
　また、内部監査部門と情報を共有し、監査法人、顧問弁護士と連携に努め、監査の実効性
を確保する。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に関する考え方
　監査役がその職務の執行について費用請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務
が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または
債務を処理する。

⑨ 財務報告の適正性を確保するための体制
　金融商品取引法に基づく内部統制評価制度への適切な対応のため、財務諸表に係る内部統
制システムの構築を行い、継続的に評価し不備があれば必要な是正を行うとともに、適切な
運用を努めることにより財務報告の信頼性を確保する。

⑩ 反社会的勢力排除のための基本的な考え方及び整備状況
　当社グループは、反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係をもたず、毅然とした態
度でこれらの者に対し対応する。また、反社会的勢力への対応は総務部が統括部門となり、
企業防衛対策協議会に加盟するとともに、警察、弁護士等の外部専門機関と密接な連携関係
を構築している。
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⑸　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　取締役の職務執行の適正性及び効率性の確保に関する取り組み

　取締役会では、当社グループ全体の経営に関する重要事項の審議、決議及び取締役の業務
執行状況を監督しております。取締役会には社外監査役も出席し、随時必要な意見表明を行
っております。

②　監査役の監査が実効的に行われることに関する取り組み
　監査役会では、取締役会の議案の審議をはじめ、経営の妥当性、効率性、コンプライアン
ス等について幅広く意見交換などを行い、その結果は取締役会などで適宜意見表明されてい
ます。
　また、取締役会を含めた重要な会議への出席や、決裁済りん議書等の重要な書類の閲覧、
代表取締役、会計監査人、内部監査部門との定期的な意見交換を実施することにより、監査
の実効性の向上を図っております。

③　業務の適正の確保に関する取り組み
　内部監査部門である監査室は、期初に策定した内部監査計画に基づき、内部監査を実施
し、代表取締役及び監査役へ監査結果の報告を行っております。
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（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 及 び 装 置
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

20,963,813
7,863,864
557,901

2,950,391
6,315,014

10,278
2,962,187
276,609
32,532
△4,968

2,995,131
1,602,392
1,170,495
299,387
113,613
18,896
71,488

1,321,250
1,165,498

88,423
76,440
△9,111　

流 動 負 債 9,784,655
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 8,299,928
短 期 借 入 金 300,000
未 払 法 人 税 等 337,534
賞 与 引 当 金 217,711
役 員 賞 与 引 当 金 42,000
そ の 他 587,480

固 定 負 債 630,230
繰 延 税 金 負 債 389,995
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 94,100
資 産 除 去 債 務 71,095
そ の 他 75,038

負 債 合 計 10,414,885
（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 12,939,636
資 本 金 1,005,000
資 本 剰 余 金 838,560
利 益 剰 余 金 11,112,615
自 己 株 式 △16,539

その他の包括利益累計額 604,422
その他有価証券評価差額金 550,603
為 替 換 算 調 整 勘 定 26,749
退職給付に係る調整累計額 27,069

純 資 産 合 計 13,544,059
資 産 合 計 23,958,944 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,958,944

連 結 貸 借 対 照 表
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 26,151,472
売 上 原 価 22,092,759

売 上 総 利 益 4,058,713
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,573,969

営 業 利 益 1,484,743
営 業 外 収 益
受 取 利 息 301
受 取 配 当 金 25,906
社 宅 家 賃 収 入 3,563
為 替 差 益 4,306
貸 倒 引 当 金 戻 入 6,750
そ の 他 8,694 49,522

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,003
固 定 資 産 除 却 損 645
消 費 税 等 差 額 473
そ の 他 382 3,505

経 常 利 益 1,530,760
特 別 利 益
短 期 売 買 利 益 受 贈 益 20,538
投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,470 31,008

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 16,562 16,562

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,545,206
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 502,244
法 人 税 等 調 整 額 △28,206 474,037

当 期 純 利 益 1,071,168
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,071,168

連 結 損 益 計 算 書
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,005,000 838,560 10,197,012 △16,173 12,024,398
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △155,565 △155,565
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,071,168 1,071,168

自 己 株 式 の 取 得 △365 △365
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 - - 915,603 △365 915,238
当 期 末 残 高 1,005,000 838,560 11,112,615 △16,539 12,939,636

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係
る 調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 308,818 8,642 △7,537 309,923 12,334,322
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △155,565
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,071,168

自 己 株 式 の 取 得 △365
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

241,785 18,106 34,606 294,499 294,499

連結会計年度中の変動額合計 241,785 18,106 34,606 294,499 1,209,737
当 期 末 残 高 550,603 26,749 27,069 604,422 13,544,059

連結株主資本等変動計算書
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（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
前 払 年 金 費 用
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
会 員 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

20,380,812
7,689,337
557,901

2,950,391
6,201,653

10,278
2,765,323

14,249
187,233

9,302
△4,860

2,723,702
1,307,133
1,170,495

0
9,948

13,077
113,613
71,488
66,784
4,704

1,345,079
663,098
519,158
49,430

30
81,761
6,174

22,101
11,611

825
△9,111　

流 動 負 債 9,529,607
支 払 手 形 1,962,953
買 掛 金 6,239,986
契 約 負 債 18,030
短 期 借 入 金 300,000
未 払 金 132,431
未 払 費 用 60,330
未 払 法 人 税 等 320,939
未 払 消 費 税 等 212,679
預 り 金 24,175
賞 与 引 当 金 216,081
役 員 賞 与 引 当 金 42,000

固 定 負 債 604,029
預 り 保 証 金 72,038
長 期 未 払 金 3,000
繰 延 税 金 負 債 377,624
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 94,100
資 産 除 去 債 務 57,266

負 債 合 計 10,133,637
（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 12,420,273
資 本 金 1,005,000
資 本 剰 余 金 838,560
資 本 準 備 金 838,560

利 益 剰 余 金 10,593,252
利 益 準 備 金 97,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 10,496,252
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 572,590
別 途 積 立 金 6,200,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,723,662

自 己 株 式 △16,539
評 価 ・ 換 算 差 額 等 550,603
その他有価証券評価差額金 550,603

純 資 産 合 計 12,970,877
資 産 合 計 23,104,514 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,104,514

貸　借　対　照　表

－ 25 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 25,375,739
売 上 原 価 21,571,573
売 上 総 利 益 3,804,166

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,488,615
営 業 利 益 1,315,551

営 業 外 収 益
受 取 利 息 2,326
受 取 配 当 金 25,906
社 宅 家 賃 収 入 3,563
為 替 差 益 20,377
そ の 他 14,967 67,141

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,003
固 定 資 産 除 却 損 645
消 費 税 等 差 額 473
そ の 他 382 3,505
経 常 利 益 1,379,187

特 別 利 益
短 期 売 買 利 益 受 贈 益 20,538
投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,470 31,008

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 16,562 16,562
税 引 前 当 期 純 利 益 1,393,633

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 482,567
法 人 税 等 調 整 額 △39,432 443,134
当 期 純 利 益 950,499

損　益　計　算　書
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 そ の 他 利 益 剰 余 金
固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,005,000 838,560 838,560 97,000 605,898 6,200,000 2,895,420
事業年度中の変動額
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △33,308 33,308

剰 余 金 の 配 当 △155,565
当 期 純 利 益 950,499
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 - - - - △33,308 - 828,242
当 期 末 残 高 1,005,000 838,560 838,560 97,000 572,590 6,200,000 3,723,662

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計利益剰余金合計

当 期 首 残 高 9,798,319 △16,173 11,625,705 308,818 308,818 11,934,523
事業年度中の変動額
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 - - -

剰 余 金 の 配 当 △155,565 △155,565 △155,565
当 期 純 利 益 950,499 950,499 950,499
自 己 株 式 の 取 得 △365 △365 △365
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

241,785 241,785 241,785

事業年度中の変動額合計 794,933 △365 794,568 241,785 241,785 1,036,354
当 期 末 残 高 10,593,252 △16,539 12,420,273 550,603 550,603 12,970,877

株主資本等変動計算書
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2024年５月17日

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 辻 井 　 健 太
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 井 　 孝 晃

独立監査人の監査報告書

萬世電機株式会社

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、萬世電機株式会社の2023年４月１日から
2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、萬世電機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
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2024年５月17日

取締役会　御中
有限責任　あずさ監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 辻 井 　 健 太
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 井 　 孝 晃

独立監査人の監査報告書

萬世電機株式会社

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、萬世電機株式会社の2023年４月１
日から2024年３月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

計算書類に係る会計監査報告
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　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第78期事業年度における取締役
の職務の執行に関して、私たち監査役は、監査役全員が協議して監査した結果、監査役全員の一
致した意見として監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従
い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの
事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制、当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査役会の監査報告
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常勤監査役 多 田 典 康 ㊞
社外監査役 谷 間 　 高 ㊞
社外監査役 鈴 木 　 昇 ㊞

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月20日
萬世電機株式会社　監査役会
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、売上・利益の拡大による持続的な企業価値向上が全てのステークホルダーの利益につな
がるとの考えのもと、将来の事業展開や経済環境の変化に備えるための内部留保の充実や、経営環
境なども踏まえつつ、配当を第一に利益還元を実施することを基本方針としています。
　第78期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしま
して、次のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類
　金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金60円といたしたいと存じます。
　この場合の配当総額は137,258,760円となります。
（当社は中間配当金として１株につき35円をお支払いしておりますので年間配当金は１株
につき95円となります。）

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
　2024年６月26日といたしたいと存じます。
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ふ り が な
氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

に し か ど み ち ひ ろ
西 門 道 博

(1969年10月11日生)

1993年 4 月 三菱電機株式会社入社

0株

2021年 4 月 同社九州支社ＦＡシステム部長
2022年 4 月 同社本社機器計画部長
2024年 ４月 同社関西支社副支社長兼機器第一部長（現任）
（重要な兼職の状況）
三菱電機株式会社関西支社副支社長兼機器第一部長

（選任理由及び期待される役割の概要）
西門道博氏は、直接経営に関与された経験はありませんが、三菱電機株式会社関西支社副支社長兼機器
第一部長の職にあり、三菱電機株式会社での営業経験から外部の視点、業務執行に対する監督機能の強
化が期待されることから職務を適切に遂行できるものと判断しており社外取締役候補者といたしまし
た。同氏が選任された場合は外部の視点で客観的・中立的立場で監督、助言、意思決定の妥当性・適正
性を確保するための役割を果たしていただく予定です。

第２号議案　取締役１名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役木ノ下英則氏は取締役を辞任されますので、その補欠として取締
役1名の選任をお願いするものであります。なお、選任される取締役の任期は、当社定款の定めに
より、他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）1．西門道博氏は、新任の取締役候補者であります。
2．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
3．西門道博氏は、社外取締役候補者であります。
4．西門道博氏は、三菱電機株式会社関西支社副支社長兼機器第一部長を兼務しており、過去10年間に
おいても同社の業務執行者でありました。同社は当社の大株主であり特定関係事業者（主要な仕入先・
販売先）であります。また、同氏は三菱電機株式会社より使用人としての給与等を受ける予定があり、
過去２年間においても受けております。

5．当社は、西門道博氏の選任が承認された場合、同氏と当社の間で会社法第427条第１項の規定に基づ
き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結予定であります。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が定める額のいずれか高い額とするものであります。

6．当社は、保険会社との間で、当社及び事業報告「1.(3)②重要な子会社の状況」（8ページ）に記載の
当社の子会社の取締役及び監査役を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償
責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。

西門道博氏の選任が承認された場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追

及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補する
ものであり、１年毎に契約更新しており、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

１

こ ば や し て つ や
小 林 哲 也

(1965年10月26日生)

1992年 1 月　当社入社
2005年10月　当社経理課長（現任） 1,000株

（選任理由）
小林哲也氏は、当社に入社後、経理課長の経験から、財務、会計及び内部監査業務に関する深い知見と
経験を有しています。これらの経験と実績を考慮し、新たに監査役候補者といたしました。

2

ま つ お か あ き ひ ろ
松 岡 昭 博

(1968年7月15日生)

1991年    4 月 三菱電機株式会社入社
2014年    4 月 同社財務部管理課長
2020年 4 月 同社中国支社経理部長
2024年 4 月 同社本社事業企画部エリア業務統括センター長（現任） 0株

（重要な兼職の状況）
三菱電機株式会社本社事業企画部エリア業務統括センター長

（選任理由）
松岡昭博氏は、直接経営に関与された経験はありませんが、三菱電機株式会社本社事業企画部エリア業
務統括センター長の職にあり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、会計・業務監査に
おいて監査機能強化を図れることから、職務を適切に遂行できるものと判断しており新たに社外監査役
候補者といたしました。また、同氏が選任された場合は会計・業務監査において外部視点から監査機能
を強化する役割を果たしていただく予定です。

第３号議案　監査役２名選任の件
　本総会終結の時をもって監査役多田典康氏及び鈴木昇氏は監査役を辞任されますので、その補欠
として監査役2名の選任をお願いするものであります。なお、選任される監査役の任期は、当社定
款の定めにより、退任する監査役の任期の満了する時までとなります。
　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）1．両候補者は、新任の監査役候補者であります。
　　　2．両候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　3．松岡昭博氏は、社外監査役候補者であります。
　　　4．松岡昭博氏は、三菱電機株式会社本社事業企画部エリア業務統括センター長を兼務しており、過去10

年間においても同社の業務執行者でありました。同社は当社の大株主であり特定関係事業者（主要な仕
入先・販売先）であります。また、同氏は三菱電機株式会社より使用人としての給与等を受ける予定が
あり、過去２年間においても受けております。

　　　5．当社は、松岡昭博氏の選任が承認された場合、同氏と当社の間で会社法第427条第１項の規定に基づ
き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結予定であります。当該契約に基づく損
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害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が定める額のいずれか高い額とするものであります。
　　　6．当社は、保険会社との間で、当社及び事業報告「1.(3)②重要な子会社の状況」（8ページ）に記載の
　　　　当社の子会社の取締役及び監査役を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償
　　　　責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　　　　　両氏の選任が承認された場合、両氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
　　　　　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
　　　　及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するも
　　　　のであり、１年毎に契約更新しており、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

以　上
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会社の概要
社 名 萬世電機株式会社（英文社名　MANSEI CORPORATION）
設 立 年 月 日 1947年５月29日
資 本 金 10億５百万円
従 業 員 185名（連結）
事 業 所 本　　社 〒553-0003 大阪市福島区福島７丁目15番５号

神戸支店 〒652-0874 神戸市兵庫区高松町２番３号
東京支店 〒101-0047 東京都千代田区内神田１丁目17番９号　TCUビル７階

子 会 社 萬世電機香港有限公司
万世電機貿易（上海）有限公司
日本原ソーラーエナジー株式会社

株式の状況

事業会社・
その他の法人
960,350株
41.75％

外国法人等
408,268株
17.75％

個人・その他
774,073株
33.66％

銀行
その他金融関係
157,309株
6.84％

●所有者別株式分布状況

1千株以上
246,953株 10.74％

500株以上
45,640株 1.98％

5千株以上
133,717株 5.81％

1万株以上
456,694株 19.86％

10万株以上
571,400株 24.84％

50万株以上
500,050株 21.74％

5万株以上
314,335株 13.67％

100株未満
721株 0.03％
100株以上
30,490株 1.33％

●所有株数別株式分布状況

●株価及び売買高の推移
（株価：円）

2,500
3,000
3,500

4,500
4,000

2023/4月 2024/1月5 2 36 7 8 9 10 11 12
0
30,000
60,000
90,000
120,000
150,000
（売買高：株）

株主メモ
事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日までの１年
定 時 株 主 総 会 毎年６月
剰余金の配当の基準日 期末配当金　３月31日

中間配当金　９月30日
株主総会等の基準日 ⑴定時株主総会　３月31日

⑵その他の基準日
　前項のほか必要あるときは取締役会の決
議によりあらかじめ公告して設定

単 元 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 〒541－8502
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社
大阪証券代行部
電話　0120－094－777（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　スタンダード市場
公 告 方 法 電子公告とし、当社ホームページに掲載いたします。

ホームページ
https://www.mansei.co.jp/

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開

設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開
設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀
行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀
行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ
信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次
ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

　

［ご参考］
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

場 所

萬世電機株式会社 本社６階会議室
〒553-0003 大阪市福島区福島７丁目15番５号
TEL. 06-6454-8211（代表）

交 通

▶▶ JR環状線「福島」駅より北へ徒歩約５分
▶▶ JR東西線「新福島」駅、阪神電車「福島」駅より北へ徒歩約７分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

KM西梅田ビル

大阪YMビル

ホテル阪神

JR東海道本線
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